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m　結果及び考察

1　目　的

　今後のわが国の母子保健行政及び施策のあり方や具体

的展開の内容方法を検討するため，主としてわが国と

比較的共通の社会的，経済的基盤をもっ欧米諸国を対象

に，母子保健施策の動向と課題について比較分析を行う。

　今回は，前回の米国に引き続き連合王国（英国）につ

いて総合的に検討費加えたので，．以下に報告する。

英国における母子保健施策の動向

1．母子保健制度。法令

∬　方　法

　欧米主要5か国（米国，英国，1フランス，西ドイツ，

スウェーデン）を対象として，下記の項目につき調壷及

び文献による分析，解析を行なう。

　1．母子保健制度。法令

　（1）法律

　（21国・州の組織と役割　・

　2．母子保健施策の重点

　（D　重点施策

　（2）必要なサ．一ビス

　3．　医療制度と粛建思想

　①　医療制度と保険

　（2）保健思想とサービス

　4．具体的な母子保健施策
（1）

（2）

13）

（41

⑤
161

（7）

性教育・婚前教育・家族計画

妊産婦の健康診査・保健指導

ハイリスク妊産婦，新生児の管理

分娩法，産後の入院状況

授乳法

乳幼児の健康診査・保健指導

母子栄養

ω　法律と制度

　①r国家保健サービス法」制定までの経緯

　英国における母子保健への関心は，19世紀後半からの

公衆衛生運動（Pubhc　Health　Movement）を萌芽と

して・とくに19世紀末から児童の保誕健康状態の改善

への取り組みとともに強まり・小児クリニックや食糧補

給サービスが進みだした。20世紀に入り，医学の進歩と

ともに保健サービスが次第に普及し，1911年以後国家保

健サービスの体制が整いは じめた。1918年にはp 』「母性

及び児童福祉法」が施行され，地方政府は妊婦ジ産婦及

び5歳未満の乳幼児のための母性小児クリニックを開設

する途を開いたが，当時その設置は義務づけられたもの

ではなかった。1919年に保健省が設置され，また，民間

団体，政党，専門家団体等による保健・医療活動が非常

に活発にすすめられたQ

　これらを基盤として，第二次世界大戦中のいわゆるビ

バレッジ報告などにより，国家保健サービスの原則が強

く打ち出され，大戦後の翌年労働覚の政権の下「国家保

健サービス法」が制定された。国家保健牛ビス（Natiohal

EealthSerVice一以下NHSと略）の基本原則は，』乙の

時以来今日まで一貫して継続されている。なお，、イング
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ランド及びウ出 一ルズの1946年の法制定後，スコットラ

ンドでは1947年，北アイルランドでは1948年‘こNHSに

関する法律が相次いで制定されたが，本稿ではとくにイ

ングランド及びウェールズを中心にみていくこととする。

　②　r国家保健サービス法」の趣旨とその後の推移

　N　H　Sは，当時から世界のモデルとされた英国の社会

保障の重要な骨格となるサービス体系であり，その原則

は，r個人が健康な状態にあること，そして必要な時，

必要な所で有効かつ適切な医療等のケアーを受けられる

よう企図した総合的な公的サービスを実施すること」に

ある。

　母子保健の分野では，専門家及び病院サービス，家庭

医，歯科医，眼科医，薬局各サービス，母性小児保健サ

ービス，家庭看護，健康教育，保健センター，緊急搬送

サービス，予防接種，疾病予防サービスなどが含まれて

いた。

　その後，妊産婦死亡率，乳児死亡率をはじめ英国にお

ける医療・保健水準は確実に向上した。しかし・NHS

の体制は必ずしも理想的には機能せず，これら死亡率の

低下も他の要因・一生活水準の向上，住宅や労働事情の

改善，公害の減少，科学技術の進歩等一が大きく，N

H　Sそのものの効果によるものではないのではないか，

という指摘がなされたり，NH　S体制の硬直性への批判

なども次第に高まってきた。このため，1974年にNHS

の全面的見直しが行われた。それまで，国（保健省）の

下に地方自治体，民闇団体による三つの縦割りのサービ

ス機構，即ち病院サービス，家庭医サービス，地方保健

当局サービスにより，N　H　Sがすすめられていたが，こ

のサービス機構が統合されるとともに，新しく国（保健

社会保障省）の下に，地方公共団体等の系列化がすすめ

ら礼地方（Region），地域（Area），地区（District）

の三つの保健当局に分かれ，地域，地区各保健当局に，

地域（Community ）保健委員会がおかれることとなり，

さらに国の直轄下に家庭医委員会が別に設けられた。

　これらの改編に伴い，国及び地方自治体の貴任，役割

の再検討がすすみ，．1977年に「国家保健サービス法」が

大幅に改正された。改正法では，以下の事項の改善を保

障するために，総合的保健サービスを継続して促進する

ことが担当国務大臣の義務とされている。

　a．国民（イングランド及びウェールズ）の身体的，

　　糟神的健康

　bぎ疾病の予防，診断，治療処置

　そして，具体的には以下の事項の範囲について，国務

大臣が規定を設け，サービスの効果的な提供を保障する

ことをうたっている6
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a，病院の施設・設備

b、この法律の下で定められたサービスを目的とした

　　他の施設・設備

　c．医療，歯科医療，看護及び救急サービス

　d．その他大臣が保健サービスの一畷として適当であ

　　ると考える妊婦，産婦及び乳幼児の療護のための施

　　設

　e．大臣が保健サービスの一環として適当であると考

　　える疾病予防のための施設，リ患者の療護及び患者
　　　　　　　　　　　　　．　　●
　　のアフター・ケア

　f。疾病の診断及び治療処麗のために必要とされるそ

　　の他のサービス

　これらの事項は，dをはじめ，さまざまな母子保健サ

ービスの改善と関係が深い。

　さらに，地方，地域，地区間の関係と協力体制，また

スタッフ間の関係と協力体制等に関する問題を解決する

ため，地方と地区の中間に位置づけられていた98（イン

グランド90，ウェールズ8）の地域保健当局が廃止され，

国一地方保健当局一地区保健当局及び家庭医委員会

の骨格に改められ，今日に至っている。その組織系統に・

ついては，今日の母子保健の体系を示した図4を参照さ

れたい。

　なお，　「国家保健サービス法」の他に，英国の母子保

健施策を担う法制度として，1968年に制定された「保健

サービス及び公衆衛生法」がある。この中には，母子保

健にかかわるものとして・地方自治体の貴務として行わ

れる助産婦，看護婦，保健婦の家庭訪問看護・指導があ

る。図1には，この内容も含まれている。

　｛2｝国・地方自治体及び民間団体等の責務と役割

　①母子保健にかかわる責務と役割

　発足後40年余を経過したN　H　Sは，種々の問題点をか

かえつつも1国民の間に根強く定着し，N　H　Sに対する

人気は王室に次ぐ高さであると言われている。全国統一

的なシステムによるN　H　Sは，国の権限や役割の強固さ

をあらわすものと受けとられがちである帆英国におい

ては，　「社会保障法」に基づく各種の手当，給付の他は，

対人福祉サービス，医療・保健，教育は具体的には地方

自治体，民間団体等の貴務や役割に負っている面が多い。

NHSに関しても，その財源の85％以上は国家財政に依

拠しているが・中央からの統制はきわめてゆるやかであ

る。また・N　H　Sのマイナス面とされている過少診療に

対し，近年地方保健当局の自主的な運営や，私費による

民間医療機関等の医療体制の強化など，独自のサービス

体系の広がりが注目されつっある。
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　②　国（保健社会保障省）

　上述のように，保健社会保障省は，英国の制度・法令

の企画，実現並びにN　H　Sにかかわる経費の相当部分に

関しその貴務と役割を負ってしr・る。より具体的にその内

容を明示すると，次のようになる。

　a。NHSに関する政策目標
　b．中央政府としての企画・立案

　C，実施されていることに関するモニタリング

　d，地方保健当局に対する社会資源の配分

　e。地方及び地区におけるサービス提供の優先順位や

　　規模に関する地方・地区保健当局への助言，支援，．

　　指示

　f・社会舶人的資源の確保：財源・建物・人材の見通

　　し及び研修

　g，調査研究1統計

　この他，国立の特殊病院の経営も若干行っている。

　1980年代に入り，従来からの財政の逼迫≧ナッチャー

政権による強力な福祉見直し政策により・NHSを含む

公的サービスとくに国の財政負担の軽減化が図られてき

た。とくに医療・保健面でφ公的負担から私的負担への

転換は普実にすすみつっあり，NHSにかかわる専門ス

タッフの不足，質の低下そしてサービスの停滞が国民の

関心を呼んでいる、必ずしもN　H　S等にかかわる国家予

算の規模は縮少しているわけではないが，相対的には医

療費等の高騰がすすむ中で，より高い水準の医療・保健

サービスを求誇る場合には，高額であっても私約サービ、、

スを受ける傾向が強まっており，　「国民に等しく同水準

の医療を」という英国のモデル的社会保障制度の根幹が

や、ゆらいでいる動向がみられる。

　③　地方（保健当局）

　地方の段階のうち，地方保健当局は，管轄人口igO万

～510万人を対象とする14の当局に分けられている。各

当局には医科大学を最低工校設置する義務があり，専門

家の養成は主としてここで行参れ愚。具体的な役割を明

示すると，次のようになる。

　a、管轄地方の医療・保健の優先順位の決定

　b．地方の保健計画の策定

　c．地区保健当局に対する社会資源の配分

　d・地区保健当局の活動や関連諸経費に関するモニタ

　　リング

　e．大建設プロジェクトの供給

　f，地区保健当局間の謁整

　g．医科，歯科コンサルタント等の雇用

　地方保健当局は，したがってや、大規模な地方におけ

る保健計画とその実施並びに地域保健当局へのスーパー

　ビジョンが主要な役割となっている。

　1982年までは，県や特別区にまたがる98の地域（Area）

保健当局が存在したが，今日では原則として人口30万を

対象とする201の地区保健当局に吸収された。これによ

って地域の計画性を適正な規模にし，サービスの提供を

きめ細かなものとする方向に改善された。現在・地区保

健当局はイングランドに192，一 ェールズに9当局ずつ

設けられているQその主要な役割は，地方保健当局の指

導，協力の下に保健二一ズに対応し，医療・保健職員を

雇用し，適切な保健サービスを計画，実施，管理するこ

とである。多くの母子保健サ」ビスはこの段階で行われ

ている。

　今日では，前述の1974のNHSの全面的改編，1977年

の大規模な法改正により，サービ欠の地方分散，地方の

独自性，桑軟性がより重視される結果となった。地方，

地区保健当局は，国の指導を受け，委任された保健サー

ビスの実施について国（大臣）に対する責任を負う体制

はとられているが，先きに上げた国の近年の動向と関連

し，全国統一的なNHSとともに，地域性，独自性のあ

る医療・保健サービスが促進される気運にある。

　④　家庭医委員会

　風坤方の保健当局は，各々に各種委員会を設け，民

聞団体・民間人との協力を重視しているが，中でも家庭

医委員会は，母子保健サービスをすすめる上で重要な役

割を果たしている。この委員会は，一般医，歯科医，眼

科医，薬局の代表メンバーで構成されており，家庭医の

全般的業務の運営管理，調整にあたっている。その業務

は，具体的には地区保健委員会と最も密接な関係をもっ

てすすめられているが・地区保健当局からは殆んど独立

しており 7一 財政的には直接国から助成を受けている。

　⑤　財政上の負担と役割

　英国のN　H　Sは，国家による社会保障という理念の一

環として・財政的には原則として国が負担するという考

え方が強いQ国家負担の割合は，1960年代から次第に高

まったが，工980年代では86～87％を占めている。逆に国

民保険からの拠出金の割合は次第に低下し，近年は10彩

となっている。残りの3％前後が処方箋，歯科，眼科，

病院サービスに関する患者の個人負担である。NH　Sの

総経費は年々なお増大し，1978年の70億ポンドから，5

年後の1983年には145億ポンドヘと倍増しているQしか

し，さらにN　H　S以外の個人的な契約，診療による私費

負担はより高度の医療・保健二一ズの高まりに呼応して

増加しているようである。

2．母子保健施策の動向
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　　　保健社会保障省

Ministry　ofHealth＆Socia旦Security

付属医科大学病院

総合病院

私立病院・看護ホーム

ー般薬局

保健センターく1000＞

医師，歯科医

看　護　婦

助　産　婦

訪問看護婦

訪問助産婦

ソーシァル・ワーカー

　地方保健当局く14＞

Regiona1協1th　Authority

　地区保健当局く201＞

District　Hεalth　Authority

　母子保健サービス

　福祉食糧
　ビタミンA，C，D

　ミ　ル　　ク

　予防接種，ワクチン

　保健・福祉クリニック

　　　　　＜6000＞

　　母性クリニック

　　小児クリニック

　保健訪問
　　訪問看護婦

　　訪問助産婦

　　学校保健サービス

図1　母子保健サービスの体系
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保健サービス・コミッショナー

専門助言委員会

専門助言委員会

地区保健委員会

家庭医委員会く98＞

一般医療サービス

　ー般医，家庭医

一般歯科サービス

　歯　科　医
一般眼科サービス

　眼　科　医

薬局サービス

　薬　　　 局
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　111母子保健サービスの体系

　以上の制度，法令をあらためてまとめ・英国における

今日の母子保健サービスの体系を図示すると，図1のと

おりである。

　121保健医凛の動向

　①医師と保健医療

　医師の資格は医師としての必要最小限の知識を有して

いることの証明であるが，英国では，研修途中の医師と

研修が完了した医師とでは明確な区別がなされている。

医師は1人前の顧問医または一般医であるか，あるいは

これらの身分を修得するために研修中の訓練医のいずれ

かである。顧問医または一般医となって初めて独立の診

療活動を営める主治医として認められる。この制度の問

題点として，第1に専門性は確保されるが，半面，診療

体制に硬直性が生じている，第2に専門医としての社会

的地位は顧問医に就くことによって確立されるが，その

ことが逆に勤務医の病院管理に対する関心を低いものに

している。第3に顧問医になれなかった訓練医の処遇が

大きな問題として残っている。

　日本では予防活動というと検診業務を連想しがちであ

るが，英国ではライフスタイルの改善，即ち，食生活改

善，家族計画の普及など，個人の日常生活そのものに主

眼がおか弗ている。その基底には，国民の保健水準の改

善には医療活動よりもライフスタイルや環境が大きな影

響を与えているという考え方がある。従って，予防対策

は厚生省だけでなく，大蔵，農林，環境などの各省庁の

協力のもとに行われている。

　英国の公衆衛生部門に働く医師数は，医師全体の5％

程度である。公衆衛生医の指揮下にあるのはコメディカ

ル職種であり，病院の勤務医や看護部門には権限が及ば

ない。公衆衛生医の璽要性は指摘されているが，なかな

か人材が桀まらないのが現状である。医学教育の段階で

は，公衆衛生活動の実際的な側面は日本と比べて比重が

高いが，それでも学生は余り興味を示していないことが

指摘されている。

　N　H　Sの中で，夜間・休日などの民間営利会社への代

診委託が広まっている。一般医の3人に1人が現在何ら

かの契約を結んでおり，逆に週5日以上オンコールなの

は9％にすぎない。この代診サービスの質が問題視され

ている。これに従事する医師の大部分は英国以外で出生

した医師で，十分な訓練を受けておらず，顧問医にも一

般医にもなれないため，やむを得ず，代診会社に勤めて

いる医師が多いからである。

　「health」という単語を日本語では，「保健」と「医

療」に使い分けて用いている。しかし，成人病や心の病

気が中心を占めるようになった現在では，、いつから病気

になったかは必ずしも明確ではなく，予防活動と診断・

治療活動とは一貫したシステムの中で行われることが望

まれている。英国でも，一般に予防活動は公衆衛生部門

に，診断・治療は医療部門において別に行われる傾向が

あり，その有機的な統合が懸案となっている。

　健康教育は，具体的で子ども自身が最も関心のある事

をきっかけに行われている。例えば，子どもが病気やケ

がをして病院に入院して退院する時，医師がレントゲン

写真のコピーを渡すことがある。それを学校のクラスに

持って帰ると，先生はそれをきっかけに入院した子ども

の経験をテーマにして授業をする。交通事故で頭に怪我

をすると，医師や看護婦は何をするか，どんな検査をす

るか，さらに病院の人達はやさしかったかといった話し

を進めていく。

　②　小児保健医療の動向

　小児期の病気の重要度は、英国においても近年変化し

ている。感染症の予防や効果的治療が進み・今日小児を

おかす主な健康上の問題は，急性疾患から，奇形，慢性

疾患，心身両面の陣害，発逮障害，精神異常や家庭内の

ストレスや家庭崩壊による病気などへと変わっている。

従って，健康サーベイランスとして，身体発育や健康の

監視，両親への助言，治療。精査の為の紹介，予防接種，

両親の健康教育，乳幼児の発達監視などが，特殊な訓練

を受けた一般臨床小児科医と・健康監視に貨任を負う小

児保健訪問指導員にとって，プライマリー・ヘルス・ケ

ァを行う上で重要であると考えられている5）

　陣害種別の特殊教育を体系づけた教育条例群諏981年に

廃止され， 特別な教育二一ドを持つ子ども達も，・普通学

校で教育されるべきであると，現在考えられている。乳

幼児の発達異常や遅滞の検診は，この特別な教育二一ド

を持つ可能性のある乳幼児を早めに見つけ出す第一段階

である。この検診は現在，英国中に広がり，小児保健サ

ービスの中で多くの割合を占めるようになっている。

　社会条件の剥奪が子ども達の生命，成長，発達，健康

に有害な影響を及ぼす可能性があるので，社会的に不利

な環境にある乳幼児には，特別の援助が必要である。発

達検診や健康サーベイランスを弓1き受ける人は・検診と

評価の結果を正しく読み取り，また乳幼児のおかれてい

る背景を考えながら，適切な助言・管理をすることが望

まれる。社会的に不遇な環境にある乳幼児の大部分は，

成長後学校教育を行う上で，満足すべき教育水準に達し

また行動上の明らかな問題もなくなることが多いことを考

慮しながら指導する。
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　重度の障害をもつ乳幼児の多くは，病院などで治療，

経過観察が行われている。しかし，障害は軽くても教育

的に考慮すべき問題をもっている，発達の遅れや社会的

ハンディキャップをもつ乳幼児にも適切な助言，援助が

望まれる。発達検診に関して，良い発逮監視のガイドプ

ログラムがあれば母親達の参加は多く，そのことが育児

と小児発達の助言を提供する機会となり，母親達もそれ

を上手に利用できるといわれている。しかし，障害を発

見するだけでそれに続くものがなければ，両親の不安や

ストレスを引き起こすだけであるので，詳しい発達評価

継続的検診，持続的な助言・援助をする機能が最低限必

要である。その取り扱い方の多くは貴任ある医師に依存

するが，管理には，保健訪問指導員，保育所職員，ケー

スワーカー，幼児学級の担任や心理の専門家などの医療

チームが深くかかわっている。

　131母子保健サービスの内容

　①家庭医サービス

　英国の保健サービスは，第一次，第二次，第三次とそ

の段階を明らかにし，必要な二一ズに最も適切なあるい

は妥当なサービスがなされるような体制で構成されてい

る。母子保健サービスの基本である健康増進，予防，助

言等々のヘルス・ケアは・図1にみるとおり，一般医・

家庭医等の地域専門家による地域ケア・サービス，保健

センター，母性・小児クリニック等の社会資源による地

域ケア・サービスをべ一スとしている。この，プライマ

リー・ヘルス・ケアを主とする活動の第一線の分野が，

家庭医サービスと呼ばれるものである。家庭医サービス

は，各地区の家庭医委員会の指導，調整の下で活動して

いる。そのサービスの第一はp一般医療サービスと呼ぱ

れるものである・表1にみるとおり・一般医の数はなお

増加し，今日約3万人であり，一般医ひとり当り患者数

は減少している。人口の97彩が一般医サービス・リスト

に登録され・人ロの約70％が年1回以上一般医療サービ

スを受けている。国民は，16歳以上であれば自分で一般

医を選択することができる。一般医はプライマリー・ケ

アのほかとくに母子保健に関しては，家族計画サービス

を行ったり，助産サービスを単独であるいは産院，病院

と共同で行う役割をもっている。

　その第二は，一般歯科サービスと呼ばれるものである。

表1にみるとおり，一般歯科医の数もなお増加しつつあ

り，今日約17，000人であるが，ひとり当り患者数は3，300

人を超えている。一般医と異なり，登録制はない。母子

保健にかかわりの深い妊産婦，乳幼児，学童の治療費は

無料とされている。

　その第三は，一般眼科サービスと呼ぱれるものである。

このサービスは，眼科医による検眼，眼鏡使用の許可，

眼科技師による眼鏡調整，眼鏡擬供などである。眼科医，

眼科技師の数は今日約1万人に近づいており，眼科サー

ビスも1985年から登録制を廃止し，患者の自由選択の体

制に代っている。検眼はすべて無料であるが，1985年か

らは，児童に対する眼鏡提供がすべて無料となった。

　その第四は，薬局サービスである。このサービスは，

表1にみるように投薬数は年間3億9，000万件を越え・患

者ひとり当りの経費は著しい増加を示している。薬局サ

ービスは，その性格上日中に加え夜間，休日も当番制を

敷いて実施している。妊産婦，児童に関しては無料の制

度がとられている。その数は，約12，000であるが，近年

グループ医の増加や保健センターの増設によって，薬局

の供給は減少しつつあり，このため年間約300局程度の

割合で閉鎖が続いている。

　②　保健センター

　社会資源として最も普及しているのが，地区保健当局

によって設置がすすめられている保健センターであり，

表1　保健サービスにかかわるスタッフ及び実施状況の推移

一般医数 一般医ひとり
り患者数 一般歯科医数

一般歯科医ひとり当り，患者数
処方箋による

薬件数
患者ひとり当

投薬経費

1961
71
76

81
82

3磁85

（1槻 （1槻 （1槻

13．60

5．19
5．71
6．19
6．68
6．97

（1・00 （100万件）

33．2
04．5
60．5

70．0
83．3
89．2
95．6
93．1

（ポンド）

．91※
．28

0．22

2．97
6．37
9．16
1．36
3．42

傭、遺Aτ扇注）連合王国
　　巌推定額
　　資料： General　Statistica10ffice　愉Soc珍ITre磁s”聾α17，　HMSO，1987
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現在全国に1，000か所設けられている。その特長は，第

一次ケアを総合的に受けることが可能なことであり，非

常に進んだセンターでは，病院的な体制即ち，医師，歯

科医，看護婦，助産婦，ヘルス・ビジター（訪問看護婦，

訪問助産婦等），薬剤師pソーシアル・ワーカーによる

サ 一ビスを実施し，さらに，P　T，O　T，S　Tも参加し

ているところがある。医師，歯科医は， N　H　Sの体制が

創設されて以来長い期間にわたり単独で開業している割

合が高かったが，近年その割合は非常に低下し，グルー

プ医療など複数メンバーによるものが80％を超え，しか

もそのうちの25彩は保健センター勤務の形態となってい

る。

　③　母性・小児クリニック

　地区保健当局の単位で・最もきめ細かく母子保健サ

ビスを実施している社会資源が，母性クリニック，小児

クリニックである。イングランド及びウェールズ内で，

今日約6，000の母憾・小児クリニックが設けられており，

今後なお増加する見通しのようである。このクリニック

は，疾病に対する処置は施さない。その役割は，何より

もまず，妊産婦，新生児， 乳児への助雷と指導にあたる

ことであり，さらに後述する福祉食糧を提供し，予防接

種を行い，発育・発達のチェックなどを行う。また，ク

リニックによっては，不安や悩みをもつ妊産婦や母親の

ためのクラブや討論グループを積極的に作っているとこ

ろもみられる。母性・小児クリニックは，地域ケアの拠

点として比較的よく知られ，相当数の妊産婦がここを訪

れ，約70％の乳児がここに連れられて来ている。しかし

わが国と同様に，サービスをより必要とすべき養育上問

題のある，あるいは経済的，文化的によりサービスを必

要とする母子の来所機会の少ないことが従来からの課題

とされている。

　④保健訪問サービス

　英国の母子保健は，さらにプライマリー・ヘルス・ケ

ァ・チームを構成する中で地域，、家庭を積極的に訪問す

るいわゆる保健訪問サービスが普及していることに特徴

がある。看護婦，保健婦，助産婦の中で，訪問して業務

を行う職種が確立しており，とくに地区保健当局は，こ

れらの専門職員を雇用して，訪問サービスをすすめる責

務をもつ。具体的には，妊婦への保健指導，家庭での分

娩に際しての介助，新生児，乳児の保健指導，病児や心

身陣害児の看護などがある。表2は，ヘルス・ビジター

及び家庭看護婦による保健訪問サービスを対象年齢別に

みたものである。出生が把握されたすべての新生児，乳

児は，1歳になる迄に助産婦，看護婦，保健婦等の訪問

を受け，無料サービスを受けることが原則となっている。

ヘルス・ビジターの訪問では，5歳未満の人口1，000人

中800人前後の乳幼児がサービスを受けており，それ以

上の年齢層と比較するときわめて高い。母子保健におけ

る訪間サ7ビスの比重の高さがうかがえるQこれに対し一

家庭看護婦による訪問サービスは，むしろ障害児・者や

老人とくに老人保健サービスの比重が高いことがわかる。

　訪問看護婦，訪問助産婦等ヘルス・ビジターや，地域

保健婦の活動は，家庭，地域を対象とした予防，健康教

育を通じて母子保健の向上に寄与している点も見過せな

いo

衷2　対象年齢別保健訪問の実施状況の推移

　　　　　　　　　　　　　　（人口1，000対）

へrレス・ビジ外の訪問 家庭看護婦による処置

～5歳
5～

5歳 65歳～ ～5歳
5～

5歳 65歳～

1976 778 20 85 53 38 166

81 818 29 73 55 44 197

82 803 30 72 54 44 204

83 793 30 70 51 46 215

84 789 33 70 49 45 219

85 790 35 71 48 44 219

注）イングランド，ウェールズ，スコットランド

　　資料；G㎝eral　Statistic包Qffice

　　　　　　“Social　Tr（湘s’Nα17

　　　　　　　　　　　　正｛MSO，1987

　⑤　その他の母子保健サービス

　1946年に制定されたr国家保健サービス法」の中に含

まれて以来，今日まで継続している特別の母子保健サー

ビスとして福祉食糧サービスがある。時代とともにその

内容に変化がみられるが，その中心となるものはミルク

の無料支給である。社会保陣制度の中で，補足給付ある

いは家族所得補足等，経済的な給付を受けている世帯の

妊婦及び就学前乳幼児，保育所，プレイ・グループ，家

庭保母によって保育を受けている5歳以下の幼児，心身

障書児がその支給の対象となっている。また，ビタミン

剤が，低所得層の妊婦及び5歳以下の乳幼児に同じく無

料で給付される。なお，地区保健当局によって特別価格

で提供される福祉食糧がある。妊産婦及び乳幼児のため

のドライミルク，児童のためのビタミンA・C・D入り

ドロップ，妊産婦のためのビタミンA，C，D錠がそれ

らに含まれる。

　その他の母子保健サービスとして，地区保健当局が実

施する予防接種がある。現在使われている種類は，ジフ

テリア・ポリオ，結核』百日せき・破傷風・風疹・ 麻疹

である。

　なお・小児保健にかかわるものとして・．学校保健サー
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ビスがある。学校保健は，わが国と同様各地方教育当局

の役割，貴務とされている。教育環壇に関する全般的な

保健衛生上の配慮の他，具体的にはつぎのようなサービ

スがある。

　a．給食及びミルクの支給一1980年の「教育法」の

　　改正により，病弱児，低所得家庭の児童のみを無料

　　とし，一般的には有料サービスに切り換えられてい

　　る。

　b．医学的検査一通常児童が在学中1乃至2回程度

　　行われる。検査の結果，視覚，聴覚，口腔上の要治

　　療が約15％，歯科に関する要治療が50％以上の割合

　　でみられるという。

　C．心理的援助一児童相談クリニック，教育心理サ

　　ービスを通じて，学習障害，登校拒否などに関する

　　指鄭，治療サービスが行われている。

　141健康診査と保健指導

　①妊産婦の健康診査と保健指導

　母性クリニック及び保健訪問サービスを通じて行われ

る妊産婦の健康診査・保健指導は，わが国のように義務

づけられてはいないが，それに近い程に普及している。

最も典型的なものは，妊婦に対して妊娠後28週までは毎

月1回・34週から36週の間は隔週1回，そして出産が近

づくそれ以降は毎週受診することができる。その内容と

して含まれるものは，風疹，薬物，染色体異常，先天代

謝異常のほか，喫煙等のチェックもある。何らかのハイ

リスクがみられる場合は，それに応じたケアがなされ，

二次医療，三次医療へとっながる体制となっている。

　しかし，社会的，文化的，民族的に多くの階層や背景

をかかえており，ケアを必要とする妊婦，産婦を十分に

フォローすることに隈界もみられる。

　英国における出産は，わが国と同様施設分娩の比率が

殆んどで約98％を占めている。しかし，産後の入院期間

は，同日のうちに退院する例も多く，また長くても5日

間程度である。産後の健診は，同じく義務づけられては

いないが，通常は12週までに1回健診を受ける。

　英国では，出産前11週から18週間あるいは産後6週間

の間，社会保障制度による出産給付，出産手当を受給す

ることができ，妊産婦が働いている場合は，雇用制度に

よってこの間有給休暇となり，さらに29週まで無給休暇

をとることができる。

　②　乳幼児の健康診査と保健指導

　この時期の健康診査，保健指導も義務づけられてはい

ないが，出生時と生後6～10日の健康診査は，出産に携

わった医師，あるいは新生児のケアに最初にかかわった

医師が行い，6週，2．5～3歳，4．5～5歳は，一般医

あるいは小児保健医が行い，7～8か月と18か月は保健

訪問指導員が行うよう提案されている5｝。

　保健訪問指導員の役割は，主に生後7～8か月の問診

と視診を重視して乳児の運動性，手の働き，聴覚，初期

の言葉，18か月の幼児の社会性などをみることである。

また，保健訪問指導員は，生後6週に受診しなかった乳

児を訪問して指導する。しかし，生後6週から2．5～3

歳までの乳幼児の障害・異常を発見する資任を保健訪問

指導員に課することは問題が多く，健康サーベイランス，

ことに身体的な診察は，専門的に訓練された医師がやる

べきであるという考え方が強い。

　就学前に発達や保健だけでなく教育や環境の面までも

乳幼児を最も良くみているのは医師であり，発達検診と

それに続くサーベイランスを地域の子ども達全てに与え

られるのは地域の医師しかいないともいわれる。地域の

小児保健診療所に来る子どもの20彩は深刻な問題を抱え

ていて，特に呼吸器感染，発達の遅れや行動上の問題な

どが多く・これらはお互いに関係し合っているからであ

る。しかし，地域の医師自身だけでなく一般的な認識と

して・地域の小児保健にはまだかなり，発達検診やサー

ベイランスを引き受けるには訓練されていない医師がい

る。明らかに能力のない人間を安易に雇うという保健行

政の安易さが，これらのサービスを悪くしているともい

われている。

　特別な訓練をしていない家庭医でも使用可能な犠簡単

で実際的で速くて効果的な厳選した”一連の検診テスト

も提案されているム31この報告では，決まり切った日常的

サーベイランスには1人10分で充分としており，5歳以

下の子どもについて5種類の検査が勧められ，その結果

約10彩に再診あるいは精査が必要になると計算している。

しかし，検査時間が短すぎる点，検診に来ないがサーベ

イランスの必要な子ども達をどうするか，また，家庭医

のリストに入ることが難しい都市中心部の貧民区の家族

をどうするかなど，問題点も多く指摘されている。

　151授乳法・母子栄養

　①母子栄養の現状

　a，母乳栄養

　　・母乳哺育の傾向
　　　　謹1
　0P　C　Sの調査により英国における生後3カ月の乳児

の母乳栄養の傾向をみると，1935年，1945年および1975

年の比率はそれぞれ50％，40彩，15％と減少の一途を辿

っおり，これがまた，英国のみならず先進国における栄

養法の傾向でもあった。丁度，その頃，WH　Oの総合で

注1：αfice・fP・p砿ati・nα｝nsuses副Surveys．
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母乳育児の推奨に関する決議が行われたのは承知の通り

である。その後，O　P　C　Sを通じて，1980年，1985年に

イングランド，ウェ 一ルズおよびスコットランド地方の

母乳栄養の実態調査が行われた。その結果を表3に示す。

　イングランドおよびウェールズにおける出生時の母乳

栄養の比率は，1975年の51％から1980年には67妬に上昇

しているが，1985年のその比率は1980年と殆ど変らない。

週齢・月齢および地域別に母乳栄養の推移をみると，い

ずれの時期においても1980年と1985年の差はみられない。

しかし，スコットランドはイングランドおよびウェール

ズよりもその比率は低い。

　出生順位別に母乳栄養の比率をみると，その順位が上

位な程，母乳栄養の割合が高く（表4）また，18歳以降

に受けた教育程度が高い場合，上流階級，ロンドンおよ

び南東地域の居住者，母親の年齢が25歳またはそれ以上

の場合に，その割合が高い。さらに，夫の有無や夫の社

会階級も母乳栄養の確立に影響を及ぼしていた（図2）。

　　・母乳哺育の決定に及ぼす影響

　1975年のO　P　C　Sの調査によると，第1子を出産した

母親の30％は妊娠中に授乳法を決めていたという。専門

家達は授乳法について妊娠中に話す機会を設けてはいる

が，妊娠してからではなく』むしろ，学校を卒業する前

図2　夫の社会階級別にみた母乳栄養の割合

　　　　　　　　　（英国1985年OP　CS調査〉

囲100

　90
母80
乳70
栄60
養
の50
割40
合30

　20
．10

團出生時

□6週目

表3　1975年，1980年および1985年における

　　母乳栄養Φ割合　　　　　　　　　　　幽

インク 艶殻スコットランド英国

1975　1980　1985　1980　1985　1980　1985

51　　67　　65　　50　　48　　65　　64

42　　　58　　　57　　　44　　　41　　57　　　55

35　　54　　53　　41　　38　　52　　52

24　　42　　40　　32　　29　　41　　39

　13　　27　　26　　21　　22　　26　　26

　9 232218192222
　＊1212910121215443755　4671　469　　552　4224　5223

専　　管　聖　熟　半　他　　夫

門購騨練幾　な
職職・職・工工　　し
　　　　夫の社会階級

出生時
生後1週
　　2週
　　6週
　4カ月
　6カ月
　9カ月

対象数

裏4　1980年および1985年における出生順位別

　　母乳栄養の割合　　　　　　　　　囲

1980 1985

第　1　子
　　2　子
　　3　子
　　4　子以上
第2子以上の平均＊

全平　均

74

60

56

49

58

65

69

60

57

56

59

64

＊出生順位が不明なものも含む

に話すべきであると強調している。しかし・1985年の同

調査では，初産者の半数は授乳法や授乳計画について健

診時に話し合う機会を得ているが，改善されるには至っ

ていない。

　一方，第工子の哺育経験が授乳法の選択や母乳哺育を

成功させる決め手になると述べている。それ故・初産時

に，両親に対して特別な配慮をすることの重要性が示唆

された。

　さらに，O　P　C　Sや他の調査においては，授乳法の選

択には母親が置かれている社会・経済環境も強く影響す

るが，それには母親自身の背景や環境も密接に関係する

という。即ち，授乳法に対する母親自身の態度や考え方

母親自身が母乳栄養であったかどうか，また，父親の態

度なども重要であり，彼女の母親や友達によっても影響

されるξいう。

　　・母乳哺育の開始と維持

　母乳哺育の開始には，出産後直ちに母親の胸に児を抱

かせることによって母子間の接触を確立することが重要

であり，O　P　C　Sの調査においても出産後の母子間の接

触までの時間が長くなる程，母乳哺育の開始が遅れるこ

とを指摘しており，このことが早期に母乳哺育の中止に

つながるともいう。そのために母児同室の重要性が強調

されている。

　母親に対する専門職の援助も必要であるが，それらの

支援なくも母乳哺育を上手に開始している母親餌多いと

いう。そのためには父親や近親者が母親の能力を信じる

ことが重要であり，又，父親の支援を得るためには父親

がオープンで病院に出入りできるシステムづくりも大切

であるという。
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　母乳維持の支援に対し最も重要なことは，専門職のア

ドバイザーや母乳哺育の経験者が母親と話し合う機会を

もち，十分な勇気づけと安心感を母親に与えることであ

る。現在，英国にはボランティァの組織が“National

ChIldbirth　Trust”の他に2団体がロンドン，エジンバラ

にある。

　b．人工栄養

　1985年の調査では約％の母親は出生時に母乳哺育を行

っているが，約％は児に処方乳を与えていた。しかし，

母乳栄養児の中，39％は6週までに母乳を止め，また，

母乳継続者の中でもある者は既に混合栄養に移行してい

た。このように生後4週間までに英国の乳児の多くは処

方乳を与えられ，4カ月時には鱗の乳児が人工栄養に移

行していた。それ故，母親は処方乳やその哺育法に関す

る充分な知識を持つことの必要性が強調されていた。

　c．離乳（固形食の導入）

　1975年のイングランドおよびウェールズにおける調査

成績によると，3彩の乳児は生後2週間目から乳以外の

食物を与えられており，1カ月以内に18彩が，また，4

カ月までに97％の者が乳以外のものを与えられていた。

1980年の調査成綾によると，生後4週目に固形食を摂っ

ていた者は4％，8週で24％，4カ月時で89％に達し，

1975年の調査に比べ，総体的に固形食の導入が遅くなっ

ているが，1980年と1985年の調査結果には大差はなく，

いずれの調査においても母乳栄養児に比べ・人工栄養児

に固形食の導入がより早かった。

　最初に用いる食物を表5に示す。生後6週目に固形食

表5

6～　　4～　　　9～
　7週　　5カ月　10カ月

セリアル（乳児用／大人用）　52

ラ　ス　ク　　　　　　　　54
市販の離乳食　　　　　　　30
ホームメイドの離乳食　　　　3

（皇あ魏褒繁嬰器）

ノ寺　　　　ン

チ　ー　ズ
ヨーグルト

卵

肉

魚

ポ　テ　ト

他の野菜
生の果物
ス　ー　プ
キャセローノレ／シσ』ユー

他のデザート

65

40

82

35

84

28

52

64

9
26

21

37

9
47

49

26

7
12

21

を与えている場合にはラスクやセリアルが，4～5カ月

時には市販のベビーフードやラスクが多い。しかし，こ

の月齢においても，9～10カ月時の質問項目にのみ加えた

ホームメイドの離乳食が3～36％の児に与えられている

理由は明らかではない。半固形食を導入する月齢は多様

であるが・9～10カ月までにはかなりの食物が与えられ

ていた。

　離乳の開始時の月齢や体璽はすべての乳児に同一にす

べきではないとしており，半固形食の導入には児の発達

や栄養面に配愈すると共に，さらにそれには文化，社会，

医学的因子が影響するという。

　d．幼児期

　1980年・保健社会部門から㌦Artificiai　feeds　for

the　young漉nt”と題し，年少幼児を対象とした栄

養学的見地からの検討や母乳および牛乳の成分組成の検

討が行われ，まとめられていおが，この時期における行

政レベルでの栄養・食生活の実態調査は行われていない。

　e，学童および、思春期

　イングランド，ウェールズおよびスコットランドのユ0

－11歳の男女1723名，14－15歳男女974名の栄養摂取状

況をみると，英国の栄養所要量（1979年発表）に対する

エネルギーの充足率は約90％であるがこの摂取量で子

供達の身体発育はスタンダード以上であり，特にこの摂

取量が不足であるとは思われない・摂取たん白質の平均

エネルギー比も栄養所要量（10％）を上廻り，摂取脂肪

の平均エネルギー比も推奨量（35％）を越え，40％以上

の者が％～％の者に観察されていた。カルシウム，ビタ

ミンA，BD　B2，ナイアシン，ビタミンC，Dの平

均摂取量はいずれも栄養所要量を上廻っているが，14－

15歳女子にカルシウムおよびビタミンB2不足の者が観

察されている。しかし，欠乏症というほどのものではな

い。鉄の摂取撮は14－15歳男子を除きすべて栄養所要量

を下廻っていた。普通，食事中の鉄含有最の10彩が吸収

されると考えられているが，摂取量が減少した場合，食

品から摂取した鉄の吸収率は上昇する。従って今回の調

査対象の大部分において鉄は充分に吸収されていると思

われる。しかし，14－15歳女子の中，鉄の摂取量が少な

く，特にダイエットをしている者で，生理時での鉄の損

失が多い場合にリスクになるという。

　さらに，食品を38品目に分類し，その摂取鼠をみてい

る。乳類（全乳，スキムミルク，半脱脂乳〉はどの群に

おいてもよく授取されていた。食物摂取量は当然のこと

ながら年齢や性により異なるが，乳類は男子によく摂取

されており，ヨーグルトは10－11歳に多い。全体的にチ

ップ類の摂取が多いのは英国の食生活の特長と言えるで
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あろう。どの群においても野菜類（豆類も含む）よりも

果物の摂取割合が高く，特に女子に多く摂取されていた。

ビスケット，ケーキ・ソフトドリソクスの摂取量は14－

15歳よりも10－11歳に多rく，14～15歳では紅茶，コーヒ

ーの摂取量が増加している。またデこれらの食品の多く

は女子よりも男子に多く摂取されていた。

　f．妊婦
　妊婦の最近のいくつかの食事調査（1983～1985年）に

よると，社会階級による違いはあまりみられず・全体的

にエネルギーの摂取量は栄養所要量に比べで少なく，た

ん白質，脂肪は多い。しかし，鉄，ビタミンDの摂取量

は不足し，着干カルシウムも不足していた。National

Food　Survey（1985年）による と，過去10年問の国民全

体のエネルギー摂取量は減少しており，妊婦の調査でも

同様の傾向が観察されているが，1このことによる幣害は

みられず，栄養所要量が必要以上に高いことが指摘され

ている。しかし，低社会・経済層の妊婦を対象とした調

査（1982年）では，エネ1ルギーの摂取量がかなり低く，

低出生体重児の発生率が高いことが観察されている。し

かし，これらの者は他民族の者であり，食習慨の相異が

原因になっていた。

　②食生活に対する特別な配慮

　a．妊婦・授乳婦に対して

　前述のように英国の多くの妊婦の食事は良好と言える

が，ビタミンDの補足はすべての妊婦。授乳婦に望まれ

ている。今もビダミンD欠乏症が発生し，特に紫外線の

照射時間が少なかったり，ビタミンDの摂取が少ない若

年のアジア系の者に欠乏症がみられるという。また，英

国の伝統的な食生活を営んでいない者や低カロリー食を

摂っている場合にはビタミンB群の欠乏症もみられてい

る。

　そこで，生活保護世帯，または低所得階層の妊婦には

ビタミンA，D，Cを含む錠剤90錠が13週毎に，出産後，

授乳期間中，同アの錠剤225錠がマタニティークリニッ

ク，乳児健診，福祉食糧配給センターを通して補給され

る。また，・妊娠中に1週間に7パイント（約3．94）の

福祉ミルク（全乳または半脱脂乳）が与えられる。

　授乳している母親にも乳児が処方乳を飲む代りに母親

用に福祉ミルクが与えられる。

　 b．乳児および年少幼児に対して

　乳児や年少幼児向きに市販されている製品にはビタミ

ン類が添加されており，また，英国の伝統的な家庭の食

事には種々のビタミン類が含まれているから・これらの

食事を与えていれば，乳幼児にビタミン欠乏症はあまり

みられない。 しかし，早期から乳児に不向きな食物を与

えたり，離乳食の導入が遅い場合，極端な偏食がみられ

る場合には食事性ビタミン欠乏症の発生が懸念される。

特に，ビタミンCは調理により破壊され，また，英国に

は現在，ビタミンD強化食品も一部にあるが，天然の食

品にはビタミンDが少ない。それ故，夏期時に紫外線照

射時間が少なく ，しかも食事からビタミンDの摂取癒が

少ない場合には， 冬期にビタミンD欠乏症が起り得る。

1940年代から福祉食糧の下でビタミンDの補給が行われ・

栄養性くる病は消失した。ての計画は戦後再開され，現

在でも5歳以下の子供のいる生活保護世帯には13週毎に

ビタミンA，D，Cを含む点滴薬2瓶が補給されている。

そして毎日5滴（ビタミンA200μσ，D7μg，C20㎎
を含む）』を生後6カ月から少くとも2歳，できれば5歳

まで与えるようすすめられてし 、るゼ

　福祉ミルクとして1歳以下の乳児には1週間に900g

の処方乳が与えられ，5歳以下の者には1週間に約3，9

4の乳汁が与えられる。なお，乳嫌い，または乳汁不耐

症の場合には他の食物が給与される。

℃．鉄について

　処方乳やフォローアップミルクには鉄とビタミヌCが

強化されてあるので，人工栄養児では鉄欠乏性貧血の予

防は可能である。』方，』離乳開始時に与える食物として

鉄を強化したセリァルがしば しば用いられるが，これが

鉄欠乏性貧血の予防にどの程度効果があるかは不明であ

る。また，母乳栄餐の場合，母乳自体に鉄量が少ない上

に，鉄を強化した離乳食を母乳と一緒に与える之母乳によ

り鉄の吸収が阻害されるという報告もあり1 乳児期後半

にみられる鉄欠乏の予防に峻良の方法はない。薬剤の形

でビタミンの補給と同様に補足することも考えられるが，

乳児や幼児には問題があるという。

　d．フッ索について．

　英国でも子供の虫歯発生が問題にされておりジその予

防策として年少時における砂糖摂取の問題・ロ腔内の衛

生改善，フッ素の問題があげられている。疫学調査によ

ると，家庭用の水道水にフッ素が1脚含んでいる場合に

は虫歯が50～60％減少したという。王立大学の医師らに

より，水道水にフッ素の添加がす、められ，｝部で実施

されている。

　一方，Dental　Health　Committee　Qf　the　British

Dental　Associationにより，生後2週間目から2歳ま

でのフッ素の1日の摂取量0．25㎎が是認された。母乳や

処方乳には低濃度のフッ素が含まれており・水道水がラ

ッ素化された地域の人工栄養児では調乳に使う水道水で

フッ素の必要量を満し得る。水道水中のブッ素濃度が3

胆以下の地域では，虫歯予防のためにフッ索の補足（0．25⑳
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がドロップまたは錠剤により行われているが，1日の総

摂取量がこの量を越えてはいけないとしている。

　③　教育・福祉・健康ケアーへの援助と推奨

　保健社会部門は以下のことを推奨している。

乳児哺育に関して：

・乳児哺育の実際について，国レベルでの調査を行う。

・1983年に市場の母乳代用品の国際コードを発行した保

　健部門の回覧を新しくして再発刊する。

・英国で販売されている処方乳に関するすべてを食品製

　造連盟（FMF）コードに応じさせる。

母乳哺育に関して1

・Worki㎎Groupは早期に母乳栄養が乳児にとって最

　良の栄養であるということを再肯定し，政府の保健部

　門は健康なすべての母親に母乳栄養を奨励する。

・両親に出生前に乳児栄養について専門家と話し合う機

　会を持つことをす、める。

・生後，早期に自律授乳，母子同室による母乳哺育を開

　始し，処方乳や糖水などを排除する。

・普通の母乳哺育の方法として・母乳哺育が社会的に充

　分受け入れられていないので，社会，地域，教育，商

　業上の関心をかり立てる。

・ヒト免疫不全ビールス（H　I　V）抗体陽性または血清

　学的検査を行っていないが，ハイリスクであることが

　わかっている婦人は母乳哺育を思い止めるべきである。

処方乳および人工栄養1

・乳児哺育に関する現在の風潮の中で，母親は出生時か

　ら人工栄養を選択したり，生後4週までに処方乳を与

　えていく。それ故に，両親に処方乳や哺育についてア

　ドバイスを与える。

。市販されているすべての処方乳を標準組成にあわせ，

　購入者が見やすいようにマークづける。

離乳に関して：

・非常に少数の乳児は生後3カ月前に固形食を必要とす

　る場合もあるが，その開始は6カ月以降にならないこと。

・母乳または処方乳は離乳食の一部として，少くとも1

　年まで与える。

・脱脂乳はエネルギーおよびビタミンAが少ないので，

　5歳以下には向かない。半脱脂乳は2歳以上児の食事

　に使う。

・人乳以外の乳を乳児や年少幼児に与える時には消毒す

　る。

食事の補足：

・乳児にはビタミンの補給をする。

就学前児童：

・2～5歳児の栄養摂取量調査の実施。

教育・福祉・栄養監視。ヘルスケアーの支援＝

・男女双方とも小さい時から教育の中に乳児鴫育に関す

　るものを入れるべき。

・情報を伝達する最良の方法を研究するとともに，妊娠

　中のどの段階においても母乳哺育や処方乳について両

　親にアドバイスを与える。

・母児のケアーに携わる専門家に提供する母乳哺育のト

　レーニング法を再検討し，必要に応じて改善する。

・福祉食糧の利益を有効にし続ける。

・母児に関する専門的アドバイザーの問で密接な連絡を

　とる。

文　　献

1　網野・加藤・千賀・堀口・水野。高橋「諸外国の母

　子保健制度皿」日本総合愛育研究所紀要　第22集，

　1986

2　Black，A．E．et　a1：The　nutrient　intakes

　of　pregnant　and　lactating　mothers　Qf　good

　sociQ－economicstatusinCambr三dge，UK＝

　SQme　imphcatiQns　for　recQmmended　daily

　allowances　of　minor　nutrients，Brltish　Jou－

　ma1QfNutrition，56，59～72．1986．

3　Byrne，T、＆Padfield，C．“Social　Serv三ces”

　Heineman，1985．

4　　Central　Statistical　Office　“SQclal　Trends

　1987”HMSO，1987．

5　　Committee　Qn　Child　Health　Services　“Fit

　for　the　Future”HMSO，1976．

6．　Dept、Qf　Health　＆　Social　Securlty　匹6Re－

　port　on　Health　and　SQcial　Subjects　No．18；

　Artificial　Foods　for　the　Young　lnfant”

　DHSS，1980，

7．　　Dept．of　Health　＆　　Social　Security

　“Report　on　Health　and　Social　Subjects

　No・20，NQ・32＝Present－Day　Practice　in　lnfant

　Feeding”DHSS，1980，1988，

8．Family　We工fare　Association“Guide　tQ　the

　Social　Services”FWA，1980．

9・　Her　Majestゾs　Stationery　Office　‘‘Pre・

　venti・nand　Health－EatingfQrHealth・
　HMSO，1978．

10　Her　Majestゾs　StatiQnery　Office匹【Britain

　1986：An　Official　Handbook即HMSO，1986．

11池上直己「成熟社会の医療政策一イギリスの「選

一222一



f 

~]~~~~ : ~~:~:~~1~~ ･ y~;~~~~i~llc~~]~t~~]~~~t~~f~,~:~ 

~~J ~: El~- J ~~~~~]A#i, 1987. Journal of Nutrition.53, 369-381, 1987. 
12. Pringle, M.K. & Naidoo, S. "Early 15. ~:~~~. Jlld~i:F~;;~~~~ r~:~~~t~-!=-~~~~~/]¥y~(D 

Child Care in Britain" ECDC, Vol 3 , No. 4 . ~i~~~;~ il t) - !: :/ if (Population Study of 5000 

1975. Children in Scotland)J EI21~,J¥y~~~~:tBR~~, 1988. 
l 3 . Royal Coliege of General Practitioners 16. Wenlock, R.W.. Disselduff . M.M & Skin-

"Healthier Children - thinking Prevention'* ner, R.K. "The Diets of British School 

Report fr(,m General Practice, 2 2 . 1 982. Children'* DHSS, 1986. 

14. Schofield. C. et al "The Diets of Preg- 1 7 . World Health Organization "Sixth Re-

nant and Post-pregnant Women in Different port on the World Health Situation" WHO, 

Social Groups in London and Edinburgh : 1 980. 
Energy, Protein, Fat and Fibre" British 18. ~E~~IEl~:;~:~~~~~]~:~Jt~*~~~+ 

Study on Maternal and Child Health 
Services in Foreign Countries 

Takehiro AMINO, Kiyoko MIZUNO, 
Tadaaki KATO. Sadao HORIaUCHI 

Yuhko CHIGA Rie HYODO 

For the purpose of considering what we need to improve and reevaluate maternal and child 

health in Japan, we have been continuing the international comparative study on the MCH. 

This is the report on the trend of the MCH system and services in United Kingdom Eng-

land was the typic~l country whieh had, in early times, tried to practice the national health 

seryices based on the principle of a comprehensive range of publicly provided services de-

signed to help the individual to stay healthy and to provide effective and appropriate treat-

ment and care where necessary. 
Since then the MCH system and services had been praeticed widely as a link in the chain 

of the NHS. 
Particularly, primary care based on the activities of general practitioners, health centers 

and maternal & child clinics had been con$istently played important roles . Recently, ho-

wever the NHS system and services has come to a turning point. So, we overviewed the 

recent trend of the MCH system and practices in England and summari2ed the results of 

the survey as follows : 

1 The MCH system and ordinance 
(1) Relating Acts and system 
(2) Responsibilities and roles of national and local government and nongovernmental 

organisations 

2. Trends of the MOH activities 

(1) The MCH services system 

(2) Trends of health and medical eare, 

(3) Content of the MCH services 
(4) Health examination and guidance for pregnant, parturient, newborn and infant 

(5) Feeding method and maternal and child nutrition 
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